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令和９年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No 10 府 省 庁 名 経済産業省 

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（      ） 

要望 

項目名 
電力広域的運営推進機関が徴収する拠出金を控除する収入割の特例措置の延長 

要望内容 

（概要） 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要）

電気供給業に係る法人事業税は、所得ではなく収入金額を課税標準とする「収入金課税」が適用される。容

量市場および電源入札等においては、広域機関が事業者間の資金を仲介する構造となっているため、広域機

関への支払側（小売電気事業者、一般送配電事業者等）と広域機関からの受取側（発電事業者等）の双方の

収入金額に課税が生じ、経済的実態に即さない二重課税が発生する。

具体的には、容量市場では小売電気事業者等が広域機関に支払う容量拠出金と、広域機関が発電事業者等に

支払う容量確保契約金額との間で、また電源入札等では一般送配電事業者等が広域機関に支払う電源入札拠

出金と、広域機関が発電事業者等に支払う電源入札等補填金との間で、それぞれ二重課税が生じる。

・特例措置の内容

本措置は、この二重課税を回避し、電力の安定供給の確保を実現するため、電気供給業を行う法人が、広域

機関に①容量拠出金および②電源入札拠出金に相当する金額を支払った場合に、当該金額を課税標準である

収入金額から控除するものである。

関係条文 地方税法第 72条の2、第72条の12、第 72条の24の 2 

地方税法施行令第 22条、地方税法附則第９条第 24項 

減収 

見込額 

［初年度］－（▲17,100）  ［平年度］－（▲14,900） 

［改正増減収額］－（－）   （単位：百万円） 

要望理由 

（１）政策目的 

（容量市場に係る措置） 

全国の供給力の確保は原則として容量市場において行うこととしている。容量市場では、供給力はオーク 

ションで募集され、落札した発電事業者に対しては供給力の対価として、容量確保契約金が支払われるが、 

当該契約金の原資は、小売電気事業者等から広域機関が徴収する容量拠出金となっている。 

小売電気事業者等が電気を販売するために仕入れた電気の支払に相当する金額は、事業税の課税標準である

収入金額から控除する対象であることが地方税法施行令で定められている。他方、小売電気事業者等が負担

する容量拠出金は、広域機関への支払側（小売電気事業者等）と広域機関からの受取側（発電事業者等）の

双方の収入金額に課税が生じ、経済的実態に即さない二重課税が発生する。そのため、当該二重課税を回避

し、他の一般事業との課税の公平性を確保することを通じて、制度の円滑な実施を図り、電力の安定供給の

確保を目指す。 

（電源入札・予備電源に係る措置） 

電源入札・予備電源制度についても、一般送配電事業者等が負担する電源入札拠出金についても同様に、広

域機関への支払側（一般送配電事業者等）と広域機関からの受取側（発電事業者等）の双方の収入金額に課

税が生じ、経済的実態に即さない二重課税が発生する。そのため、当該二重課税を回避し、他の一般事業と

の課税の公平性を確保することを通じて、制度の円滑な実施を図り、電力の安定供給の確保を目指す。 

（２）施策の必要性 

いずれの制度においても、広域機関は資金を仲介しているに過ぎず、経済的実態は事業者間の取引であるこ

とから、これらの二重課税を回避し、制度導入によって不可避的に生じる追加的な税負担を回避することを

通じて、電力の安定供給の確保を実現する必要がある。 
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本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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今
回
の
要
望
（
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負
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減
措
置
等
）
に
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す
る
事
項

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

６．資源エネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに脱炭素成長型経済構造への

円滑な移行の推進 

政策の 

達成目標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

容量市場・電源入札等を通じた電力の安定供給の実現。具体的には、毎年度、最大需要時

（厳気象 H1需要時）の予備率について、安定供給に必要な水準（最低 3%）を確保する。 

目標達成時期：事後評価の実施が見込まれる令和 12年度 

《測定指標》 

最大需要時（厳気象H1需要時）の予備率 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

令和９年度～１１年度 

同上の期間中

の達成目標 

最大需要時（厳気象H1需要時）の予備率について、安定供給に必要な水準（最低 3%）を

確保する。 

政策目標の 

達成状況 

令和６年度においては、夏季最大需要時点の供給予備率は全国９エリアで12.5%、冬季最

大需要時点の供給予備率は全国９エリアで 12.4%と、安定供給に必要な予備率３%を確保

した。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

＜小売電気事業者＞（単位：社） 

令和6年度（実績）694 

令和7年度（推計）690 

令和8年度（推計）690 

令和9～11年度（推計）690 

＜一般送配電事業者＞ （単位：社） 

令和6年度～令和12年度： 9 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本特例措置がない場合、対象拠出金は収入金額から控除されず、事業者が電力販売等に係

る収入と拠出金の双方に課税される二重課税が生じる。本特例による直接的効果は、この

二重課税を回避することによって過重な税負担を防止した額であり、令和 6 年度で約

12,370 百万円と把握される（＝減収額相当額が、措置がない場合に事業者に二重に生じ

ていた税負担）。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

類似の政策目的に係る支援措置として、「電気供給業の課税標準の算定において託送料金

を控除する特例措置（地方税・法人事業税）」が存在する。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

予算上の措置は存在しない。 
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上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 

要望の措置の 

妥当性 

本措置は収入金課税という電気やガスといった特定の業態にのみ提供されている税制が

なければ措置する必要がないものであることから、補助金等の代替手段ではなく、租税特

別措置による措置が適当。 

こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

適用事業者数 減収額（億円） 

令和6年度 694          120 

※出典

適用事業者数である小売電気事業者は、電力広域的運営推進機関に供給計画を提出した小

売電気事業者数。

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

適用総額（千円） 

令和6年度 0 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

本措置により、容量市場及び電源入札等において広域機関を介した資金の仲介に起因する

二重課税を回避を通じて、制度導入によって不可避的に生じる追加的な税負担を回避し、

電力の安定供給を維持することに寄与してきた。 

前回要望時の 

達成目標 

（容量市場に係る措置）  

容量市場の着実な運用を通じ、小売事業者は将来の供給力を確実に確保し、発電事業者は

費用を適切に回収して発電設備を維持すること。  

（電源入札・予備電源に係る措置） 

電源入札等の円滑な実施により、供給力不足が明らかになり、かつあらゆる手段を尽くし

てもなお不足している場合において「供給力」を確保すること。また、供給力不足に備え

て、一定期間内に再稼働できる休止電源を「準供給力」として維持すること。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

（容量市場に係る措置）  

容量市場の着実な運用を通じ、小売事業者は将来の供給力を確実に確保し、発電事業者は

費用を適切に回収して発電設備を維持している。  

（電源入札・予備電源に係る措置） 

電源入札等の円滑な実施により、供給力不足が明らかになり、かつあらゆる手段を尽くし

てもなお不足している場合において「供給力」を確保すること。また、供給力不足に備え

て、一定期間内に再稼働できる休止電源を「準供給力」として維持している。 

これまでの要望経緯 

令和６年度 創設 



（注）自己点検結果を踏まえ、例えば次の点に留意した上で、点検結果をどのように要望内容に反映した

のか具体的に記載すること。 

・ 短期的なアウトカムを達成できていない措置…達成できていない事実やその背景を踏まえ、どの

ように要望内容に反映したのか

・ 適用実績がなく、アウトカムを評価できないもの…政策効果が検証できないことを踏まえ、どのよ

うに要望内容に反映したのか

・ 中長期的なアウトカムを達成した措置…目標を達成したにも関わらずさらに延長等をする必要性

別紙：要望内容と自己点検の関係 

措置名：電力広域的運営推進機関が徴収する拠出金を控除する収入割の特例措置の延長 

○自己点検の結果、短期アウトカムである「容量市場・電源入札等の円滑な制度運用への寄与」につ

いては、令和６年度の容量市場の約定総容量が、18,500万 kW となり、広域機関が設定する目標調達

量である 18,052 万 kW を達成したことを確認した。また、夏季最大需要時点の供給予備率は全国 9 エ

リアで 12.5%、冬季最大需要時点の供給予備率は全国 9 エリアで 12.4%と、安定供給に必要な予備率

3%を確保した。なお、電源入札は、実施されていない。 

○ 一方、中期アウトカムである「令和７年度〜令和８年度における容量市場、電源入札等の安定的

な運用の実現」について、令和７年度は、目標値 18,398万 kW に対し、容量市場の約定総容量が 18,551 

万 kW、令和８年度は、目標値 18,679 万 kW に対し、容量市場の約定総容量が 18,892 万 kW といずれ

の年度も広域機関が設定する目標調達量を達成した。また、令和７年度の予備率は 12%以上（実績値

未定）、令和８年度は 11%以上（実績値未定）の見通しが示されている。なお、令和７年度および令和

８年度においても電源入札は、実施されていない。 

○ 長期アウトカムについては、対象期間が令和９年度以降であるため、現時点では達成状況の評価

段階にない。 

〇また、本措置は収入金課税という電気やガスといった特定の業態にのみ適用されている税制に起因

するものであり、収入金課税が継続する限りにおいては継続を検討するとしていたところ。 

○ 以上の自己点検結果を踏まえ、今回の要望では、引き続き、容量市場・電源入札等の円滑な制度

運用への寄与および、電力の安定供給の実現を目的に、電力広域的運営推進機関が徴収する拠出金を

控除する収入割の特例措置の延長を求める。 
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